
 
 
 

地域の被災ポテンシャル評価方法の検討 －延焼火災の視点から－ 
Study on the evaluation method of damage potential for urban area 

from the point of view of a fire 
 
 

新井伸夫 1，福和伸夫 2 
 

1財団法人日本気象協会調査部，主任技師 理修 
Nobuo Arai, Research Department, Japan Weather Association, arai@mes.jwa.or.jp 

2名古屋大学大学院環境学研究科，教授 工博 
Nobuo Fukuwa, Graduate School of Environmental Studies, Nagoya University, fukuwa@sharaku.nuac.nagoya-u.ac.jp 

 
 
 

SUMMARY 
   The evaluation method on damage potential for urban area are proposed.  The target disaster of this evaluation is 
the urban area’s fire and is formed from a microscopic point of view.  This is the method of evaluating the degree of 
connection of wooden buildings depending on distance between neighboring buildings.  This method would be 
realized easily by using of GIS. 
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1 はじめに 
 
防災まちづくりを効率よく進めていくためには、発生が

危惧される災害に対し、それぞれの地域はどの程度被災し
やすいのかを定量的に把握し、その評価結果をもとに整備
の優先順位やその方針を的確に定めた上で事業を展開し
ていくことが重要である。したがって、効率のよい防災ま
ちづくり整備のためには、対象地域の被災しやすさ／しに
くさを定量的に把握することが重要となる。 
そのような考えのもと、これまでにも防災まちづくりの
ためのまちなみ評価は、各所で実施されてきており、地震
時の火災による被害を軽減するという視点からも地域の
脆弱性の評価は、多数試みられてきた。 
評価方法自体もいろいろな方法が試行されてきている
が、その中でまちづくり整備の指標として活用されてきた
代表的なものとしては、木造建ぺい率、あるいは不燃領域
率という指標がある１）。 
それらは、地域の延焼火災に対する脆弱さを評価する指
標として活用されてきており、対象地域に存在する木造・
防火木造建物の占有面積を評価対象地域の総面積に対す
る比として評価した指標（木造建ぺい率）、あるいは延焼
火災を防御する空間・構造物の占有面積を評価対象地域の
総面積に対する比として評価した指標（不燃領域率）とし
て構築されている。 

これらの指標は、比較的簡便に算定可能であり、直感的
にも理解しやすいことから、まちづくりの計画や目標設定
において頻繁に用いられてきたが、一方で、次に示すよう
ないくつかの問題点も有している。 
まず、この木造建ぺい率、不燃領域率という指標は、あ
るエリア（評価対象地域）を均質なまちなみと仮定して、
その平均的な燃えやすさ／燃えにくさを評価しているが、
そのため、評価対象とする地域をどのように設定するか、
具体的には対象地域の広さをどのように設定し、評価対象
構造物・空間をどのように取り扱うかにより評価結果が異
なってしまうという問題を有している。 
例えば、Fig.1.に名古屋市内のある木造密集地域のまち
なみを示すが、楕円で囲んだＡ地区のようなところであれ
ば、適当な閉空間を設定してその中を均質なまちなみとし
て評価し、評価結果がその地域を代表すると見なしても、
特に問題はないであろう。 
一方、Fig.1.のＢ地区のようなまちなみは、隣接する木
造密集地域とあわせて評価を行った場合には、空地が十分
に存在するにもかかわらず延焼の可能性を有する地域と
判定される可能性がある。あるいは、隣接する木造密集地
域のサイドから見れば、併せて評価されることで空地の延
焼を阻止する能力が評価に加わり、延焼火災の危険性が、
本来持っているレベルより見かけ上低く評価されてしま
う可能性がある。 
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均質とみなしうるまちなみ（図中Ａ）もあるが、そ

の仮定をもとに評価を行うと結論を誤る可能性のある

ところ（図中Ｂ）も存在する。 

Fig.1. A sample of urban area which we should evaluate a 
damage potential. 

 
どのような境界条件を設定して評価を行ったとしても
算出されたそれぞれの結果はいずれも事実ではあるが、設
定された条件によっては、見かけ上延焼火災に対して脆弱
と評価される場合もあれば、そうでないと評価される場合
もあることになる。指標が有するこのような特性について
十分に理解した上で活用することができれば問題はない
が、配慮が十分でない場合には、簡便に求められるがゆえ
に安易に活用され、結果として意図しない結論を導く指標
となってしまう危険性を有しているといえる。 
さらに、実際のまちづくり事業を具体的に計画する段階
においては、よりミクロな実体把握が必要となり、その際
にあらためて詳細な検討がなされることが多いが、これは、
せっかくの事前評価が事業の計画へ連続して活用される
ことがないということを示している。 
以上のことは、木造建ぺい率や不燃領域率といった指標
が、ある空間スケールを持った対象エリアを前提として評
価されるものであり、そのため、十分にミクロな評価を行
い得ていないことに起因する問題と言えるであろう。 
一方、延焼火災に対するまちの脆弱性についてミクロな
評価を試みたものとしては、例えば、東京都が実施した「地
震に関する地域危険度」調査における火災危険度がある２）。
この火災危険度の測定においては、１棟単位のレベルで再
現されたまちなみに対して延焼シミュレーションが実施
され、単位時間経過後の延焼面積とその地域の出火確率と
の乗算により延焼面積期待値が算出されている。そして、
その値により地域の脆弱性の評価が行われている。 
ここでは、１棟単位の延焼シミュレーションという手法
が用いられていることから、ミクロなまちなみの評価がな
されていると言うことができるかもしれない。しかし、延
焼シミュレーションをすべての建物を起点にして実施す
ることは困難との判断のもと、評価エリアごとに複数の火
点を設定して延焼シミュレーションを実施し、それぞれか

ら得られた結果の平均を地域の代表値としていること、延
焼シミュレーションにて設定された風向・風速が１パター
ンのみであることなど、シミュレーションが有する限界か
ら、評価結果の代表性が十分であるかどうか議論のあると
ころである。 
また、現状では、１棟単位の延焼シミュレーション自体、
簡便な手法とは未だ言い難く、したがって、まちなみに変
化があったときや事業効果を把握したいときなどにまち
なみのデータを変更した上で再度シミュレーションを実
施することは容易ではないため、インターラクティブな計
画立案に適しているとは言い難いものとなっている。 
 
２ まちの延焼火災に対する被災ポテンシャル評価方法
の提案 －木造・防火木造建物の連接度合いの評価－ 

 
以上のことを勘案し、ここでは、隣棟間距離をパラメー
タとして隣接する建物との連接の判定を行い、連接する木
造建物および防火木造建物の総面積を測定し、その値の変
動の傾向から延焼火災に対する地域の脆弱性を評価する
ことを提案するものである。 
以下、ここで提案する手法に関し、測定にあたってどの
ような準備が必要か、測定はどのように行うか、この手法
にはどのようなメリットがあるかについて、具体的に述べ
ることとする。 
なお、ここで提案する手法を適用してまちなみの評価を
行う場合、対象地域を構成する建物が GIS 上に１棟単位
でポリゴンとしてデータベース化されていることが必要
となる。現状では、そのような状況がすべての地域で構築
されているわけではないが、GISの活用が今後ますます進
んでいくであろうこと、コンピュータの処理能力や記憶容
量が今後も飛躍的に進化していくであろうことなどを考
えると、近い将来には現実のものとなると判断する。 
2.1 測定用データの整備 
まず、ここで提案する評価方法を適用する準備として、
各建物ポリゴンの属性情報に、ポリゴンを構成する各辺、
各頂点に対し最も近い隣接建物ポリゴンまでの距離、その
構造（木造、防火造、耐火造の別）を持たせておく。 

網掛けをした建物の○印を付した辺については、

「Ａ」と付した建物が最も近い隣接建物となる。そ

こで、属性データとしてその距離(X2)と建物Ａの構

造種別を持たせておく。 

Fig.2.  An imaginary town consisting of wooden buildings.  
  (to explain how to make a data-base and how to 

measure the summation area of wooden buildings’ network.) 
 
例えば、Fig.2.に示すような建物群が存在したとき、網
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X2 
    

    

    

AAAA    
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掛けをした建物の○印をつけた辺に対しては、「Ａ」とい
う記号を付した建物が最も近い建物として判定される。し
たがって、○印を付した辺に対してその距離（X2）、そ
の建物（A）の構造種別を属性としてもたせておくことと
する。頂点については、構成する２つの辺において抽出さ
れた建物に次いで近距離にある建物を隣接建物として判
定し、辺の場合と同様、その建物までの距離と構造種別を
属性として持たせておく。そのようなデータ整備を各辺、
各頂点に対して行い、さらに、対象地域のすべての建物に
対して行っておく。 
2.2 連接度合いの測定 
評価対象地域内の建物ごとに、隣棟間距離(ｘ)を変化さ

せながら、ｘよりも短い距離にある木造および防火木造建
物の面積の総計を計算する（自らが耐火建物である場合に
は火災は発生しないとし、この計算は行わない）。なお、
近接する木造、あるいは防火木造建物がｘの範囲内に存在
した場合には、その隣接建物からもｘの範囲内にある木造、
あるいは防火木造建物を検索し、もし存在すればさらにそ
の建物に対する隣接建物がｘの範囲内にあるか否かを判
定し…、というように、ｘという隣棟間距離をキーにして、
その距離の範囲で連接する木造および防火木造建物すべ
ての面積の総和を計算する、という作業を行うこととする。
つまり、木造建物および防火木造建物のネットワークの度
合いを隣棟間距離ｘを変化させながら測定するというこ
とである。このような値を求めるのは、隣棟間距離の変化
による連接建物の総面積の変化の傾向自体が、まちなみの
特徴を表現していると考えるからである。 
ここで行う作業について、Fig.2.で示した仮想的なまち
なみを用いて具体的に示すと次のようになる。 

Fig.2.に示したまちなみを構成する建物がすべて木造建
物であるとしたとき、網掛けをした建物に対して評価指標
（連接する木造・防火木造建物の面積の総和）を求めてみ
ると、隣棟間距離ｘが、 
        X1  >   x 
の範囲においては、自らの面積のみがその値となる。そし
て、ｘが、 
         x    =   X1 
のとき、隣接建物がしきい値の範囲に入ることから、連接
していると判定され、面積がカウントされることになる
（Fig.3.参照）。 

建物Ａからスタートして、距離が X1以内の建物

をたどっていくことで、連接している建物をすべ

て抽出する。 

Fig.3.   The summation area of wooden buildings’ network 
when x ( the length between neighboring buildings ) is X1. 

 

まず、Fig.3.において建物Ａから距離ｘ（x=X1）以内に
存在する木造・防火木造建物を検索し、建物Ｂが抽出され
る。さらに、建物Ｂから距離ｘ以内にある建物を検索する
ことで建物Ｃが抽出される。建物Ｃからさらに距離ｘ以内
に建物が存在するか否かを検索し、結果としてそのような
建物は存在しないことから、ここでこの場合の作業は、終
了となる。以上の作業から、この場合に得られる総建物面
積は、Fig.3.において網掛けをした建物の面積の総和とな
る。 
次に、ｘが、 

        X2  >   x   >  X1 
においては、x=X1の条件で算出された値を持ち、 
         x    =   X2 
のとき、Fig.3.のすべての建物面積の総和（６棟の面積の
総和）が、得られる値となる。 
この算定結果を、横軸に隣棟間距離ｘ、縦軸に総面積を
とったグラフにプロットすると Fig.4.のようになる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4.  Summation area of wooden buildings network which 

depends on the length between neighboring buildings 
measured for imaginary town shown in Fig.3. 

 
この結果は、Fig.2.（あるいは Fig.3.）を構成するどの建
物に対して計算しても同じものとなる。つまり、対象とす
る建物を変えて計算作業を繰り返し、その結果をプロット
したとしても図５が得られるということである。言いかえ
れば、ここで想定したまちなみを構成する建物は、延焼火
災に対して同じ環境におかれている（同じ脆弱性を有す
る）ことを示していると言える。 
また、この図からは、X1 および X2 という幅を持った

何らかの空間により対象地域がブロック化されているこ
とも見て取ることができる。 
このように、各建物の属性情報として自らをとりまく隣
接建物についての情報を持たせておけば、そのデータを、
距離をキーにしてたどっていくことで、どこまで連接して
いるのかを評価することができる。 
また、ある距離におけるこの連接の範囲は、消火活動等
を実施しなければ延焼してしまう範囲と読み替えること
もできることから、ある隣棟間距離に対する連接する建物
面積の総和によっても延焼火災に対しての脆弱さを把握
することができるのではないかと考える（そもそも１棟単
位の延焼シミュレーションは、火災現象による木造建物の
ネットワーク化を解いていると考えられる）。 

X1 

X2 
            

隣棟間距離 

X1 X2 

連接している

と判断される

木造・防火造

建物の総面積 

A   B   CA   B   CA   B   CA   B   C    
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2.3 提案する評価方法のメリット 
例えば、木造密集地域では、文字どおり木造建物が隣棟
間距離が短い状態で建て込んでいるわけであるから、ここ
で提案した評価指標（連接する木造・防火木造建物の面積
の総和）をその地域の木造建物に対して求めてみれば、
Fig.5.のような結果が得られると想定される。つまり、隣
棟間隔が短い段階から急激な総面積の増加が見られるグ
ラフとなるであろう。そして、ある領域内の建物について
同様な計算を行いその結果を重ね描きしたとすると、隣棟
間距離が極めて小さいところでは若干のばらつきが見ら
れるものの、すぐに同じ傾向を示す曲線上にのり、集団と
して同じ環境におかれていることを示すグラフが得られ
るものと想定される。 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5.  The image of summation area of wooden buildings’ 

network measured for the town which has dense wooden 
houses. 

 
一方、都市計画道路や公園等が整備され、延焼遮断帯や
それに類するものが配置されているような地域では、Fig.6.
に示すような結果が得られるものと想定される。延焼遮断
に資する構造物・空間の幅に相当する距離のところに段差
ができ、グラフにおいてその存在を確認することができる
ものと想定される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.6.  The image of summation area of wooden buildings’ 

network measured for the town which is divided some 
blocks by mitigative structures for fire. 

 
このような測定作業を学区や町丁目、あるいはまちづく
り整備事業の対象範囲といった、評価したいエリアごとに
行って結果をプロットすることにより、その対象地域にお
ける特性を容易に（直感的に）、かつ詳細に把握すること
が可能となると考える。 
対象地域内に特性が異なるまちなみブロックが複数存
在しているような場合には、測定を行った結果の図上には、

それぞれのブロックの特性を象徴するグラフが描かれ、よ
ってその存在や特性の違いを容易に、かつ明確に把握でき
るであろう。 
さらに、従来からよく使われている指標、不燃領域率や
木造建ぺい率のような、まちなみを平均的に評価した数値
が欲しいときには、上記グラフにおけるある距離での総面
積の平均値を算出して用いれば、同様な意味を有する指標
を簡単に得ることができるものと考えられる。 
以上をまとめると、ここで提案する方法は、 
・検討対象とした地域内での延焼火災に対するまちな
みの特性が同じなのか（均質とみなしてよいか）／異
なるのかが一目瞭然となる 
・指標として、不燃領域率や木造建ぺい率のような「平
均値」を求めることもできる 
・さらに、検討対象地域における最大値／最小値による
評価など、より幅の広い評価を行うことも容易になる 

など、様々なメリットを有するものと考える。 
また、そもそも１棟単位の評価を積み重ねているわけで
あるから、最もミクロな評価にまでさかのぼって分析を行
うことも可能であり、まちづくり事業の計画策定などにお
いても活用可能な情報を提供しうるものと考える。 
処理自体は単純なものであることから、GISソフトを有

効に活用すれば、このような測定は容易に実現可能と考え
られ、さらには、データの更新も、まちなみに変化があっ
た場合に、変更のあった地域内および周辺の建物の属性情
報を更新すればよいだけであることなど、メンテナンス自
体も容易に行いうるというメリットも有している。 
 
３ まとめ 
 
本論文では、地域の延焼火災に対する脆弱性の把握の方
法として、GISを活用して建物１棟単位で木造・防火造建
物の連接の度合いを評価する方法を提案した。 
このミクロな評価は、隣棟間距離をパラメータとして連
接している木造・防火木造建物の範囲を測定するものであ
り、木造建ぺい率や不燃領域率といった従来からよく用い
られている指標が有する、評価対象を均質なまちなみと仮
定することに起因する問題を解消するだけでなく、より多
様な評価を可能にするものであると考える。 
ただし、提案した手法は、現段階では実際のまちなみに
対して適用してはいないことから、今後は、具体的な検討
を行って手法の適用可能性やその限界などについて、より
深い検討を行っていくことが必要と考えている。 
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